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1. 背景と目的 
 1970 年代後半生まれから 1980 年前半生まれの出生力は、1960 年代後半生まれから進ん

できた出生力低下の先行きを見通す上で重要な世代となる。実はこの世代にかかわる環境

や行動に対しては様々な解釈があり、出生力の特徴についても評価が定まっていない。 
 まず、1974 年～1983 年生まれの世代は、一般に就職氷河期世代と言われ、そのライフコ

ースに関心を寄せられている(内閣府 2020)。この世代は不況下で不本意な就職をしている

可能性から、結婚や出産に対して抑制的であったと考えられている(McDonald 2008)。一方

で、人口学の立場からは、1990 年代以降の婚前性交に対する容認意識の拡大を背景に、2000
年代前半に、婚前妊娠によって第 1 子が生まれる割合が上昇したことが指摘されている（岩

澤・鎌田 2013）。さらに、この頃から政府による子育て支援が本格化し、両立支援策も拡充

した（守泉 2019）。両立支援策は、当初は機会費用の高い高学歴女性に効果があったと考え

られ、実際に 2000 年代後半に子育て期を迎えた高学歴の妻の出生力が以前の世代よりも回

復したことが確認されている（余田・岩澤 2018，国立社会保障・人口問題研究所 2023）。
このように、1970 年代、80 年代生まれの女性の出産／子育て環境をめぐっては様々な変化

が同時に起こっており、影響を整理する必要がある。本研究では卒業時の経済状況や婚前妊

娠の有無別に出生力（35 歳時点）を比較し、さらに学歴による違いを確認することで、こ

の世代の出生力に対する経済状況、性行動の変容、両立支援策の寄与を評価する。 
２．データと方法 
卒業年情報がある第 12～第 16 回出生動向基本調査を用い、未婚女性および初婚女性の 35

歳時点累積出生児数を出生コーホート別に集計した。これを、就職氷河期世代等を厳密に識

別できる卒業年による経済世代（均等法以前世代、バブル世代、氷河期前期世代、氷河期後

期世代）と、第 1 子が婚前妊娠かどうかの分類で比較した。さらにこれらの特徴を、両立支

援策の影響に違いがあると考えられる大卒以上と短大卒以下の学歴別に比較した。 
３．結果 
 婚前妊娠者の出生力は顕著に高かった。この背景には、妊娠年齢のほか、性行動や避妊に

対する態度、当初の出生意欲、追加の出生意欲などが関係していると見られ、そのメカニズ

ムの特定が必要である。そして、婚前妊娠を統制すると、卒業時の経済不況と低出生力の関

係が明確に示された。ただし、本分析では夫の卒業時経済状況の影響が統制できていないた

め、卒業時の不況の影響は過小評価である可能性もある。また、経済不況下で就職した婚前

妊娠ではない高学歴女性では、支援策充実期に出生力の回復が見られ、政策効果を推測でき

る結果となっている。 


